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要旨：本論では，2016 年熊本地震で甚大な被害を受けた益城町の RC 建物 52 棟を対象に，悉皆調査データと

実観測地震波を用いた漸増動的解析に基づく個別建物の面的な被害分布推定を行い，実被害と比較すること

で提案手法の妥当性を検証した。軟弱地盤上の建物を除くと 85.4%の割合で実被害と推定結果が一致してお

り，推定手法の妥当性が確認できた。一方で，軟弱地盤上の建物は被害を過大評価する傾向があった。これ

は，地盤増幅を考慮した最大地動速度分布推定において，地盤の非線形性が考慮できていない可能性がある

ためと考えられる。 
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1. はじめに 

近年，南海トラフ地震の発生による大規模な地震・津

波被害が懸念されており，防災・減災対策は日本の重要

な課題である。この対策として，地震による建物被害の

事前予測や，発災後速やかに都市や地域の被害状況を推

定するシステムの構築などが有効である。具体例として，

国や地方自治体による被害想定や，防災科学技術研究所

の J-RISQ1)のリアルタイム地震被害推定などがあり，い

ずれも過去に大きな被害をもたらした地震被害情報から

統計的にまとめられた被害関数を用いて，面的な被害分

布を計算している。これらの被害関数は，被害が甚大な

木造住宅では十分な統計量が得られている一方，RC 建

物では兵庫県南部地震以降，広域での甚大な被害を受け

ておらず，木造住宅と比べると検討例が少ない 2),3)など。 

実被害に基づく被害関数は，特定の地域で発生した地

震波に対する結果であり，別の地域に適用するには地震

波の周期特性や建物の地域特性を考慮できていない可能

性がある。したがって，解析的な方法により，地域特性

や地震の周期特性を考慮しかつ簡易に用いることができ

る手法が必要である。また，被害関数は対象地域の建物

群全体を対象としており，個別の建物がどの程度被害を

受けているかを詳細に判断することはできない。各建物

の被害状態を個別に推定することは，建物被害に伴う道

路閉塞や，避難者数を推定することにつながるため，行

政の具体的な対策を補助する情報を提供するために重要

となる。 

  筆者らは，2016 年熊本地震で被害を受けた熊本県益

城町の悉皆調査データを基に，建物一つ一つの建築年や

構造形式の情報を用いて，漸増動的解析(IDA)による木造

住宅の面的な被害推定を行い，その推定精度を確認して

いる 4)。この手法では，建築年・階数をパラメータとし

て建物をモデル化し，モデルに観測地震波を入力するこ

とで，パラメータごとに IDA を行い，最大地動速度と層

間変形角関係（以降，IDA曲線）を求める。そして，求

めた IDA曲線を，悉皆調査の建物データを基に各建物に

割り当て，その地点の最大地動速度を入力とすることで，

建物一つ一つの変形量を推定するものである。これによ

り，従来の被害関数による範囲内の建物群に対する被害

棟数を求める手法と異なり，建物一つ一つの損傷状態を

推定できる他，地震の周期特性を考慮した被害推定を行

うことが可能である。その結果，益城町役場 1階で観測

された地震波を入力とした IDA曲線を用いることで，建

築年代ごとの木造建物の被害傾向を概ね評価できること

を確認した。悉皆調査で得られた建築年や構造形式の情

報は，地方自治体ごとに取りまとめられ，地域内の建物

一つ一つの建築年や構造形式の情報を持つ都市計画基礎

調査データを用いることで取得可能なパラメータであり，

事前や発災直後の被害推定にも，同様の仕組みを全国的

に利用することが可能である。 

 本論では，RC 建物に焦点を当て，益城町を対象とし

て，悉皆調査データを用いた IDA曲線による建物の面的

な被害推定を行い，実被害と比較することで RC 建物に

対する著者らの提案手法の妥当性を検証する。 

  

2. RC 建物の解析モデルの構築と IDA 曲線の算定 

2.1 益城町における RC 建物の面的な被害状況 

 図－1 に，益城町で悉皆調査対象となった RC 建物の

被害分布を示す。各色は被害を示しており，凡例右の数
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字は該当する棟数を意味する。また，図中には 250m 四

方の地域メッシュを示しており，各メッシュに A1，E5 の

ように番号をつけている。加えて，星印の位置は地震計

が設置されていた益城町役場の位置を示している。調査

対象となった建物は 58 棟であるが，祠や倉庫などを除

く，悉皆調査を実施した日本建築学会で精査対象となっ

た建物 52 棟を示している。図－1より，大半は無被害・

軽微といった軽度の被害であり，倒壊・崩壊レベルの甚

大な被害を受けた建物は 2 棟にとどまっている。 

悉皆調査では，建築年代を 1981 年以前，1981～2000

年，2000 年以降の 3 区分で分けており，RC 建物につい

ては，1981 年以前と 1981～2000 年の 2 区分のみ存在し

ている。1981 年以前の建物は 15 棟，1981～2000 年の建

物は 37 棟で，甚大な被害を受けた 2 棟は 1981 年以前に

建てられた建物である。また，建物用途を見ると，戸建

専用住宅が 12 棟，集合住宅が 18 棟，公共建築が 12 棟，

その他建物が 10 棟となっている。 

2.2 解析モデルの構築 

本論では，都市計画基礎調査から得られる情報を用い

た被害推定を前提としており，各建物の建築年，階数か

ら多質点系せん断モデルを構築する。建築年は，RC 建物

の耐震基準改正を考慮し，1970 年以前，1971~1980 年，

1981 年以降の 3 区分とする。また，階数は，図－1に示

した悉皆調査（解析）対象建物が最大 4 階建てであるた

め，1 階建てから 4 階建てまでをパラメータとする。 

各層の骨格曲線は，文献 5),6)を参考に，図－2のような

トリリニアモデルとした。1970 年以前，1971-1980 年の

モデルは，柱のせん断破壊により崩壊に至ると仮定し，

第 2 折れ点到達後，耐力低下が発生するモデルとし，

1/30rad 時に耐力が 0 となる設定である（図－2中赤線）。

一方，1981 年以降のモデルは梁降伏先行型と仮定し，第

2 折れ点到達後も耐力を保持したまま変形するモデルで

ある（図－2中緑線）。 

本論では，解析パラメータとして，建築年・階数をそ

れぞれ与え，文献 5),6),7)を基に，以下の流れで解析モデル

の層せん断力－層間変形角関係を設定する。なお，各階

は等床面積と仮定し，各階高さは文献 5)を参照し，1 階を

H1=2.8m，2 階以上を Hi=2.6m とした。ここで，変数の右

下付き文字は階数を示すもので，以降も同様に示す。 

[1] 文献 5)より，床面積辺りの重量を 10.7kN/m2とし，

床面積 Aiに乗じて，各階の重量Wiを求める。 

[2] 表－1 に示す建築年代別の RC 建物の耐力分布 7)の

最頻値を 1 階の第 2 折れ点層せん断力係数 C1とす

る。上層の第 2 折れ点層せん断力係数は文献 5)を参

考に式(1)で求めた。 

 

Ci=C1∙(n+i)/(n+1) (1) 

ここで，nは建物階数である。求めた層せん断力

係数に，当該階より上の重量を乗じ，各層の第 2 折

れ点耐力 P2を求める。 

[3] 一次固有周期 Tを式(2)より求める。 

 

 T =0.02∙ �Hi

n

i=1

 (2) 

 

[4] 各階の重量 Wiと一次固有周期 T より，各階の初期

剛性 k1を求める。初期剛性の高さ方向の分布は，文

献 5)を参照し，第 2 折れ点耐力の高さ方向の分布と

相似な形にした。 

[5] 各階の第 1 折れ点耐力 P1を式(3)，第 1 折れ点層間

変位 d1を式(4)からそれぞれ求める。 

 

P1= 1 3⁄ ∙P2 (3) 

d1=P1∙k1 (4) 

赤：~1970 

青：1971~1980 

緑：~1981 

●：1階部分 

■：4階部分 

表－1 年代別層せん断力係数 

 ～1970 1971-1980 1981～ 

層せん断力係数 Ci 0.521 0.764 1.027 
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        図－3 ４階建て骨格曲線の例

 

図－2 設定する骨格曲線 

1970年以前，

1971-1980年 

1981年以降 

 

図－1 益城町における RC 建物の被害分布 

D0（無被害）【35】 

D1（軽微） 【5】 

D2（小破） 【8】 

D3（中破） 【2】 

D4（大破） 【0】 

D5（倒壊） 【1】 

D6（崩壊） 【1】 

益城町役場 

（地震計） 
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 一例として，図－3に，4 階建て建物の 1，4 階の骨格

曲線を示す。実線・丸印が 1 階，破線・四角印が 4 階で，

赤が 1970 年以前，青が 1971-1980 年，緑が 1981 年以降

の建物である。建築年代が新しいほど，耐力が高いこと

がわかる。一方，建物重量と固有周期のみから初期剛性

を設定しているため，建築年代に寄らず初期剛性はおお

よそ同じである。 

2.3 IDA 曲線の算定 

 IDA は地震波を地震動強さに基づき基準化し，地震動

強さを漸増させながら地震応答解析を繰り返し，地震動

強さと解析モデル応答の関係を算定する手法である。本

論では，地震動強さとして最大地動速度(PGV)，応答値と

して値が最大となる階の層間変形角をそれぞれ用いる。 

入力する地震波は，2016 年熊本地震を対象とするため，

益城町役場で観測された本震の観測記録を用いた。図－

4 に観測波の加速度応答スペクトルを示す。益城町役場

で観測された地震波は周期 1秒付近でピークを持つ。解

析では揺れが卓越していた EW 方向地震波を入力とする。 

 地震応答解析は，共著者である豊橋技術科学大学の齊

藤大樹が作成した STERA_3D8)により行う。計算は

Newmark-法の平均加速度法を用い，減衰は初期剛性比

例型で，減衰定数を 5%とした。また，履歴特性には武田

スリップモデルとしており，文献 6)を参照し，除荷剛性

に関する係数を 0.5，スリップ時剛性に関する係数を 0.5

としている。なお，1970 年以前，1971-1980 年の建物に

ついては，層間変形角が 1/30rad に到達した時点で計算

を終了し，その PGV での層間変形角は 1/30rad とする。 

 図－5に，算定した IDA 曲線を示す。横軸は層間変形

角，縦軸は PGV で，赤が 1970 年以前，青が 1971-1980

年，緑が 1981 年以降の建物に関する結果である。また，

丸が 1 階建て，上三角が 2 階建て，下三角が 3 階建て，

四角が 4 階建ての建物を意味し，黒実線で 1/150rad の位

置を示す。図－5より，建築年代が新しいほど同一 PGV

に対する層間変形角が小さいことが確認できる。一方，

建物階数により，同一年代建物でも若干曲線に違いが見

られるが，特定の傾向や極端な差異は見られない。なお，

1971-1980 年建物については，骨格曲線で 1/150rad に折

れ点があるものの，図－5 においては他の年代の建物に

比べて 1/150rad に明瞭な折れ点が確認できない。これは，

IDA 曲線では地震動強さを漸増させるため，剛性低下が

発生しても，それに伴って変形が過大にならない場合が

あるためである。いずれも，1/150rad を超えた時点で剛

性が低下することを地震応答解析結果から確認している。 

 益城町の悉皆調査では，文献 9)に基づく被害状態が示

されているが，これらの建物と変形量の関係は明確でな

い。本来であれば，建物の変形と被害状態は完全に対応

するものではないが，本論では IDA 曲線の層間変形角か

ら被害状態を推定するため，文献 10),11)を参考に表－2 の

ように，層間変形角と被害状態を紐づけた。図－5中に，

表－2 に対応する層間変形角の位置に破線を入れ，各損

傷状態となる領域を示している。図－5 より，1970 年以

前の建物モデルは，PGV が 110cm/s を超えたあたりから，

1971-1980 年のモデルは PGV が 180cm/s を超えたあたり

から急激に層間変形角が大きくなっており，中破以上の

被害と推定されることが確認できる。一方，1981 年以降

の建物モデルは，PGV が 200cm/s と非常に大きい場合も

小破以下の被害で抑えられている。  

 

3. 2016年熊本地震における益城町内RC建物の被害推定 

3.1 IDA 曲線を用いた被害推定及び実被害との比較 

 2 章で示した IDA 曲線を用いて，RC 建物の面的な被

害推定を行う。被害推定の流れは以下の通りである。 
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表－2 被害度と層間変形角の対応 

悉皆調査被害度 
D0 D1 D2 D3 D4 D5 D6 
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本論での層間変形角に
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図－4 入力地震波スペクトル 
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図－5 算定した IDA 曲線 
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[1] 悉皆調査から得られる各建物の建築年，階数から，

それぞれの建物に対応したパラメータの IDA 曲線

を割り当てる。 

[2] 建物がある地点の PGVと割り当てた IDA曲線から，

推定層間変形角を求める。 

[3] 推定層間変形角から，表－2 に基づき被害状態を推

定する。 

本震時の PGV 分布は，文献 4)に示された 250m 四方の

地域メッシュごとに求めた図－6の分布を用いた。図－6

で各色はメッシュごとの PGV を示しており，丸は悉皆

調査（解析）対象建物を意味する。図－6の PGV 分布は，

益城町周辺の K-NET，KiK-net で観測された地震波の最

大地動速度を利用し，空間補間法の一種であるクリギン

グ法により求められた分布である。なお，空間補間では

J-SHIS13)で公開されている PGV に関する表層地盤の増

幅度（以下，地盤増幅度）を利用して，地盤増幅を考慮

した分布となっている。図－7 に，解析範囲の地盤増幅

度分布を示す。図－7 を見ると，南東部（E6，F4~F6，

G3~G6）のメッシュで地盤増幅度が 2倍を超えている。

この地盤増幅度は，地盤の平均 S波速度から求められて

いることから，これらのメッシュは平均 S波速度の小さ

い軟弱地盤であると想定される。また，図－6 で同じ位

置を確認すると，PGV が 200cm/s と非常に大きくなって

おり，地盤増幅度の影響が顕著であることがわかる。し

かしながら，例えば，文献 12)では木造建物被害から逆算

した PGV 分布を示しており，G3 メッシュに相当する箇

所では，100cm/s 程度の PGV であったと指摘している。

これは，実際の PGV が地盤増幅を考慮した空間補間に

よる推定値より幾分小さい可能性があることを示してお

り，この原因として J-SHIS で用いられている地盤増幅度

が巨大地震下の地盤非線形応答を考慮できていないこと

などが考えられる。 

図－8 に悉皆調査の実被害分布，図－9 に推定した被

害分布を示す。なお，図－8の分布は，表－2に対応する

よう，無被害を軽微，崩壊を倒壊として表示している。

また，建築年代ごとの IDA 曲線の割り当てについて，悉

皆調査の情報のみでは 1970 年以前と 1971-1980 年の建

物を区別できない。唯一，C4 メッシュに位置する建物で

倒壊している建物については，悉皆調査内に「主筋が丸

鋼」という記述があり，1970 年以前の建物と考えられる

ため，1970 年以前のモデルとして解析を行った。それ以

外の 1981 年以前の建物には，すべて 1971-1980 年の建物

モデルに関する IDA 曲線を割り当てている。図－8と図

－9 を比較すると，被害の程度の空間的分布をある程度

表すことができている。個別に見てみると，軽微や小破

をおおよそ表せている一方で，実被害では倒壊している

建物を小破程度と推定している箇所や，F5・G3 メッシュ

で被害を過大評価しているなどが見られる。南東部での

被害が過大評価となるのは，その地点での PGV が

200cm/s 以上と過大に推定されている可能性があるため

である。前述の通り，本論では，F5・G3 メッシュのよう

な軟弱地盤と予想されるメッシュでは，地盤の非線形性

が考慮されていないことから，PGV が非常に大きく推定

されている可能性がある。しかし，実被害から逆算した

 
図－6 地動速度分布 

 
図－9 推定被害分布 

 

 
図－8 実被害分布 

1970年以前を適用 

 

図－7 益城町の地盤増幅度分布 
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PGV 分布 12)と比較すると，本論での当該地点の PGV は

過大となる。したがって，PGV が過大評価であるため，

被害結果も過大評価となると考えられる。また，地盤種

別の違いにより，入力地震波とは異なる周期特性を持っ

た波が，その地点で発生している可能性もある。 

図－10 (a)に実被害，(b)に推定被害それぞれの年代別建

物被害分布を示す。図－10より，1981 年以降の建物につ

いては，ほぼ被害がない状況をよく推定できている。合

わせて表－3 に，被害の推定精度を示す。ここで，推定

一致率は，推定結果が実被害と一致する建物の割合で，

（実被害と推定結果が一致した建物棟数）／（全建物棟

数）で求めている。また，過大許容推定一致率は，推定

結果が 1段階過大評価になっていることを許容した（例：

実被害が小破の建物の場合，推定で小破もしくは中破と

なっていた場合を被害が一致したとみなす）場合の推定

一致率であり，（実被害と推定結果が一致，もしくは推定

結果が実被害を 1段階過大評価している建物棟数）／（全

建物棟数）で求めている。最後に，過小評価率は，推定

結果が実被害よりも被害が小さい建物の割合で，（推定結

果が実被害よりも小さい建物棟数）／（全建物棟数）で

求めている。表－3 上段より，今回解析対象とした建物

52 棟についてみてみると，推定一致率は 78.8%，過大許

容推定一致率は 90.4%であり，若干被害を過大評価する

ことを許容すると大半の建物被害状態を把握できている

と言える。また，表－3下段には，軟弱地盤上にある 4 棟

を除外した時の推定精度について示している。推定一致

率は 85.4%，過大許容推定一致率 93.8%であり，推定一

致率が上昇している。したがって，普通地盤で観測され

た地震波を軟弱地盤上の被害推定に用いる場合，被害を

過大に評価する傾向がある。 

  

4. まとめ 

 本論では，益城町を対象として，悉皆調査データを用

いた IDA曲線による建物の面的な被害推定を行い，実被

害と比較することで RC 建物に対する著者らの提案手法

の妥当性を検証する。得られた知見を以下に示す。 

(1) 既往研究を参照し，建築年・階数をパラメータとし

た RC 建物の多質点系せん断モデルを構築した。設

定した解析モデルから求めた IDA曲線は，耐震基準

が新しいほど変形が小さくなる傾向を再現できた。 

(2) 益城町役場で観測された地震波を入力とした IDA

曲線により，悉皆調査対象範囲で RC 建物の面的な

被害推定を実施し，実被害と比較したところ，対象

建物 52 棟のうち，78.8%の割合で実被害と推定結果

が一致した。 

(3) 軟弱地盤上では被害を過大評価する傾向が見られ

た。これは，強震下での軟弱地盤における PGV 地盤

増幅度が過大であること，入力波観測点と地盤特性

が異なるため，周期特性が異なるなどが考えられる。

軟弱地盤上の建物を除いた場合，85.4%の割合で実

被害と推定結果が一致した。 

 

(3)より，地盤増幅度を考慮した空間補間で一定の精度

を確保した被害推定を行うには，地震波観測点と地盤種

別や特性が近しい箇所でなければ難しいと考えられる。

本論の場合，入力波観測点の益城町役場は普通地盤に位

置しているため，軟弱地盤での推定が過大になったと考

えられる。これは，地域の地震被害分布を精度よく評価

するには，地盤の種別や特性が異なる地域全体を，ある

程度高密度にカバーする地震観測網が必要であることを

示唆していると考えられる。 

また，本論では，同一建築年代の建物をすべて，平均

的な耐力を持つ建物とみなして解析を行っている。より

精度の高い被害推定には地震動強さの推定精度向上の他，

建物の精緻なモデル化が必要となる。しかし実際には，

建物ごとの形状や壁量は異なるため，全ての建物を精緻

にモデル化するためには，建物図面が必要となる。本手

法では，都市や地域規模での被害分布推定を目的として

おり，全建物の精緻なモデル化は困難であると考えてい

る。したがって本論では，各建物が平均的な耐力を持つ

と仮定して推定した場合に，都市や地域規模でどの程度

被害が推定できるのか，またどのような傾向が見られる

かを検討している点に留意されたい。 
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(a) 実被害 (b) 推定被害 

図－10 年代別建物被害分布 

表－3 推定精度 

 推定一致

率(%) 

過大許容推定

一致率(%) 

過小評価

率(%) 

全建物

(52 棟) 
78.8 90.4 5.8 

軟弱除外 

（48 棟） 
85.4 93.8 6.3 
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